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売上⾼は、
スマートフォン向けサービスの売上が減少したことなどにより
13億３百万円減少の522億86百万円となりました。

営業利益は、
コストの抑制に努めたものの、減収の影響を補えず
７億91百万円減少の23億89百万円、

経常利益は、
９億12百万円減少の27億51百万円となりました。

当期純利益につきましては、
事業再編に伴う⼦会社の繰越⽋損⾦の影響などにより
法⼈税等が減少したことから
前期⽐で１億92百万円増加の14億64百万円となりました。



売上⾼が13億円減収となりましたが、
最優先事業として位置付けている住宅地図データベースを活⽤した
GIS事業は、既存ビジネスと、新たなストック型のパッケージ商品が
堅調に推移し、11億円の増収となりました。

⼀⽅、ICT事業はスマートフォン向けサービスの有料会員数の
減少が続き、17億円の減収となり、
出版事業も、住宅地図帳の販売が減少し、６億円の減収となりました。

営業費⽤は、
地図データベース整備の⽣産性改善などに取り組んだことで、
５億円の削減が図れたことで、
営業利益は、７億円の減益に留まりました。



セグメント別情報につきまして、
「地図データベース関連事業」
「⼀般印刷関連事業」
「その他」の

３区分にてご説明いたします。



「地図データベース関連事業」の売上⾼は、
前期⽐15億57百万円減少の447億18百万円、
営業利益は、７億59百万円減少し、19億96百万円となりました。



⼀般印刷関連事業につきましては、
わずかながら減収減益となりました。

その他につきましては、事業再編を進めており、
セールスプロモーション商品の販売や
CAD受託処理業務から撤退する⼀⽅で、
第３四半期より新たに連結の範囲に含めた
企業のチラシなどの同封や同梱によるインシップ広告などを
展開する⼦会社の影響などにより、
増収増益となりました。



事業別売上⾼の過年度からの推移を表⽰しております。



営業活動によるキャッシュフローは、
法⼈税等の当期⽀払が減少したことなどにより
前期⽐で29億86百万円増加の、71億22百万円となりました。

投資活動によるキャッシュフローでは、47億61百万円を⽀出いたしました。
⾃社物件の増改築などがあった前期に⽐べ、⽀出が29億41百万円減少
したことなどにより、フリーキャッシュフローが改善いたしました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、
短期借⼊⾦の返済や、配当⾦の⽀払、リース債務の返済などにより
前期⽐で、45億44百万円⽀出が増加し、
29億31百万円となりました。



当社は、安定的かつ継続的な配当の実施を基本⽅針として、
連結株主資本配当率（DOE）3％以上を維持することを
⽬標としております。

この⽅針に基づき、
2015年３⽉期の期末配当⾦は、
予想及び前期末に⽐べ、１円増配の16円として
６⽉18⽇開催予定の当社定時株主総会にてお諮りする予定です。
これにより、年間配当⾦は31円となる予定です。

また、2016年３⽉期の配当⾦につきましても、この基本⽅針に則り、
中間配当⾦15円50銭、期末配当⾦15円50銭の
年間31円を予定しております。



中⻑期経営計画（2015-19年度）
ZENRIN GROWTH PLAN 2020



⽬次



ZGP2015の振り返り



2012年５⽉に策定いたしました、
中期経営計画「ZENRIN GROWTH PLAN 2015」
（以下、ZGP2015）では、
キュレーション思考で「より適した価値」を実現するために
３つの基本構成を掲げ、

①「⽤途開発による収益拡⼤」
②「時空間データベースの構築」
③「⽣産性改善と構造改⾰」

に取り組んでまいりました。



2014年度までに時空間データベースの先⾏投資を
実施してまいりましたが、
⽤途開発による新商品のリリースが限定的となったこと、
スマートフォンサービスやカーナビゲーション市場の環境変化などにより
進捗に遅れが⽣じました。



事業別売上⾼の過年度からの推移、
並びにZGP2015における最終年度⽬標を表⽰しております。



2015年度からスタートする、
2016年3⽉期から2020年3⽉期までの新たな中⻑期経営計画
「ZENRIN GROWTH PLAN 2020」（以下、ZGP2020）
を策定いたしました。



当社グループの経営ビジョンである、
「情報を地図化する世界⼀の企業」の実現に向け、
ZGP2020では
「⽇本の地図をすべてゼンリン基盤へ」
をテーマとして取り組んでまいります。



IT技術の進化や防災・減災に対する意識の⾼まり、
2020年東京五輪の開催、安全運転⽀援、
訪⽇外国⼈の増加などの外部環境の変化によって
地図情報の利⽤機会が拡⼤すると考えております。

現在構築を進めている時空間データベースにより、
多様化する地図情報の⽤途に対し、
情報の差別化とコストリーダーシップを実現してまいります。



ZGP2020ではニーズに対応したサービスの提供にとどまらず、
地図情報の新たな利⽤価値創造を⽬指し、
「モノ」から「コト」への転換を軸として、
3つの基本構成を掲げて取り組んでまいります。

Ⅰ．「利⽤シーン」を創造した⽤途開発による収益拡⼤
Ⅱ．「QCDDS」（※）を追求した時空間情報システムの安定運⽤
Ⅲ．「⽣産性改⾰」の実現による固定費率の低減

（※）QCDDS：Quality （品質)
Cost （価格)
Delivery （納期）
Diversity （多様性）
Scalability （拡張性）



ZGP2020で区分した事業別の売上⾼⽬標です。

ZGP2015で区分していた広告事業につきましては、
プリントメディアが主体であることから
出版事業に含めることといたしました。



[事業戦略]
・出版事業

単なる商品の提供だけでなく、プリントメディアがどのような⽬的で、
どのように使われているかなどの「コト」を追求してまいります。

・GIS事業
最優先事業と位置付け、ユーザーのニーズに的確に対応できるコンセプト商品の拡充に
取り組んでまいります。

・ICT事業
ITメディアの拡⼤が進む中で、各ITメディアに対するサービスを 「コト」の観点から
追及してまいります。

・ITS事業
従来のナビゲーションを超えたサービスの創造と、
カーメーカーやナビメーカーなどからの要望に対応できる⾼精度な地図データベースの構築を
進めてまいります。

・海外事業
北⽶・欧州に加え、インドやASEANなど新興国エリアのビジネス基盤を構築してまいります。

・その他事業
⼀般印刷ビジネスとインシップ広告ビジネスを中⼼に、地図データベース事業とのシナジーを
追及してまいります。

[⽣産戦略]
時空間データベースなどの新たな基盤データベースを構築し、QCDDSを実現してまいります。



各事業において複数掲げているプランのうち
いくつかピックアップして説明いたします。

まずは出版事業のうち
「オンデマンドサービスの拡充」について説明いたします。



全国のコンビニエンスストアでの
住宅地図プリントサービスの仕組みをプラットフォームとして、
コンテンツや利⽤環境の拡充による利便性の向上と
プロモーション活動の強化による利⽤促進を⽬指します。



GIS事業では
・GISブランドの⼀例
・パッケージ商品
・⾃治体への取り組みについて説明いたします。



現在社会問題の1つとなっている空家の情報を例に挙げてみますが、
これまでは現状を把握するための
地図データの提供を⾏ってきましたが、
今後はそのデータベースを整備し、
空家をどのように活⽤できるかのソリューション分野に踏み込むことで
ゼンリンGISブランドを確⽴してまいります。



業種・業務に特化したGISパッケージ商品の⽤途開発を加速させ、
2020年には10タイトルへの拡充を⽬指します。



東⽇本震災をはじめ⾃然災害が発⽣した際には、
住宅地図を届け、現状把握などに利⽤いただいた経験から
全国の⾃治体と災害時⽀援協定を締結しています。

⾃治体と協議する中で、災害時に必要な情報などを共有し
防災・減災に対する地図情報の利活⽤を提案してまいります。



ICT事業では
インバウンドなど観光分野に対する取り組みについて説明いたします。



現在、駅・空港などにサイネージを設置し
実証実験を⾏っておりますが、
訪⽇外国⼈の増加を⾒据え、
多⾔語に対応した位置情報ソリューションを提供してまいります。



ITS事業では
昨今メディアでも取り上げられている、
⾃動運転のロードマップを元にした当社の取り組みを紹介いたします。



政府の掲げるロードマップでは、
2020年頃より⼀部⾼速道路などでの
⾃動運転がスタートすると⾔われていますが、
当社はカーメーカーやナビメーカーなどと協⼒しながら
⾼精度地図の技術確⽴と商品企画を推進してまいります。



海外事業では
インド・ASEAN地域の取り組みを説明いたします。



インドやASEANの提携企業及びパートナー企業との連携強化により、
GISやマーケティングなど⽇系企業向けの商品・サービスをより拡充させ
新興国エリアでのビジネス基盤を構築してまいります。



その他事業では
地図データベース事業とのシナジーを追求してまいります。



新たな基盤データベースの構築によるQCDDSの実現について
説明いたします。



今までは利⽤⽬的別の収集及びデータベースの整備を⾏い
ユーザーへ商品・サービスを提供しておりましたが、
新たな基盤データベースの構築により、
ユーザーの様々なニーズに的確に対応した商品・サービスの
提供が可能となります。



2017年度（2018年3⽉期）までは地図データベースの先⾏整備や
ビジネス開発が続くことからROE８％を⽬標とし、
2019年度（2020年3⽉期）においては
ROE12％以上を⽬指してまいります。



2016年3⽉期業績予想



事業別売上⾼では、
GIS事業を主とした既存事業による収益確保と、
⽣産性向上により既存地図データベース整備コストの低減を図りながら
時空間データベースの整備を推進してまいります。



事業別売上⾼では、
GISパッケージの新規２タイトルリリース（GIS事業）、
当社地図データの採⽤拡⼤（ICT事業）、
インシップ広告（その他事業）を軸に取り組んでまいります。


